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研究成果の概要（和文）：沖縄の軍用跡地再開発と、それによって大きな影響を受ける沖縄地域社会の現実について、
既存の統計データ、歴史的経緯を把握したうえで、跡地利用をめぐる行政、軍用地主、区会、権利者会（旧字）、そし
て住民間の諸関係を、聴き取り調査および量的調査の分析を通して社会学的に検討した。2012年の跡地利用特措法の改
正整備によって、沖縄社会における返還跡地利用に向けた道は着実に整備され、新たな局面に入った。他方で、住民の
中では、軍用地返還へのコンフリクトや、軍用地を持つものと持たざるもののコンフリクト、さらに公共事業による過
剰開発の現実も鮮明になった。

研究成果の概要（英文）：This project considers redevelopment of the closed US military base sites which 
have not been focused on in any previous researches. Attention to the US military base sites has been 
paid as a measure of changing the dependency structures in Okinawa. The Okinawa local government’s 
measures have been assumed to solve the compensative promotion situations. However, Okinawa may be overly 
developed; and these sites may exceed the overdevelopment. Therefore, these measures would accelerate the 
overdevelopment depending on how to deal with it.
2012 was a turning point of the exploitation. Redevelopment of the base sites has additionally linked 
policy issues of bases and development of the region as compensation for the independence of the returned 
lands from the military bases. This policy has the potential to accelerate the overdevelopment. The main 
statement deals with the reality of ongoing redevelopment of the base sites and the role of the Okinawa 
local governments and municipalities.

研究分野：社会学
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１．研究開始当初の背景 
 日本の再開発が進展しない理由には、経済
的要因、都市計画的・法的要因、政治的要因
等々の要因が考えられる。中でも、最も大き
な阻害要因の 1 つが、再開発に対する関係者
の合意形成が困難を極めていることである。
翻って、沖縄社会に目を向けると、返還跡地
の再開発をめぐっては、跡地利用の促進や返
還後の補償に適切に対処するための法律（沖
縄県駐留軍用地返還特別措置法（軍転特措
法）：2012 年改正）が、10 数年前まで整備
されてこなかったことなどから、その合意形
成は、さらに困難を極めてきた。また、返還
後の跡地から発見されたＰＣＢなどの有害
物質の存在も、さらに跡地利用の遅れを招い
た大きな要因であった。沖縄において返還跡
地の再開発が具体化し注目を集め始めたの
は、1996 年 12 月 2 日のＳＡＣＯ最終報告
で、都市内部に位置する大規模基地の普天間
飛行場が条件付で返還されることが合意さ
れてからである。 
再開発問題については、建築学や都市計画
学、都市政策学といった分野からの研究が主
流を占めてきたのに対して、社会学的な研究
はほとんど存在しなかった。返還跡地再開発
に言及している最近の研究として、宮本・川
瀬編『沖縄論』(2010)を挙げることができる。
そこでは跡地利用に対する、行財政上の特別
措置の必要性や行政の計画不備が主たる論
点であった。 
例えば、目の前に再開発を待つ何も建築物
のない広大な更地があるとしよう。この土地
に将来、どのように道路を造り、建物を建て、
どのような人が住んで、経済活動が行われ、
その効果は如何かについては、多くの研究が
なされてきた。しかし、この土地には所有者
がいて、所有者はそれぞれが権利を主張し、
集団をつくり、集団内では軋轢や葛藤が生ま
れる。沖縄の返還跡地では、話は更に複雑に
なる。軍用地の従前の利用用途については公
表されていない。軍用地には、軍用地料とい
う他の土地とは比較にならない賃貸料が支
払われてきたため、その金額に見合った跡地
利用が要求される。返還後の跡地所有者には、
再開発が完了するまでの収入保証が必要で
あるという議論がある。また、戦火で記録を
失った土地に対して所有者の認定が行われ
たが、土地の面積をすべて合わせると、海上
部まではみ出すという事態まで見られる。ま
さに返還跡地再開発の現場は、社会学的調査
研究が必要なフィールドであった。 
 
２．研究の目的 
 沖縄に存在する広大な軍用地返還跡地の
再開発は、今後の沖縄の発展を左右すると言
われる。これまで返還された跡地の利用は、
土壌汚染や不発弾、そして特に行政および権
利者の合意形成の遅延から、沖縄全体の発展
を阻害する「ひずみ」を生んできた。そもそ
も誰のための再開発であるか。これが本研究

の出発点であった。まずは返還跡地再開発を
めぐる質的・量的両面からの調査を通じて合
意形成過程を明らかにする。そして、都市再
開発における公共性について論じる。返還跡
地といっても、基地のあり方それ自体ではな
くて、計画決定に向けた交渉過程において執
り行われる地域的社会的結合が議論の中心
となる。返還跡地問題は、その地代や行政の
計画不備に関する研究が多いが、社会学とい
うツールを用いて再開発アクター間の軋
轢・葛藤を抉り出す。 
したがって、本研究は、沖縄県の広大な自
衛隊基地および米軍基地の跡地利用におい
て生起する諸問題―とりわけ返還跡地の再
利用をめぐる合意形成過程とそこから生じ
る跡地利用の公共性の問題―とその対処の
分析を通じて、今後の沖縄振興の在り方を模
索することを目的としていた。 
 
３．研究の方法 
 ここで言う軍用跡地再開発関係アクター
とは、①国（防衛省・内閣府沖縄総合事務局）
②沖縄県庁③沖縄県内の基地跡地が所在す
る市町村自治体④軍用地主会⑤軍用地主（個
人・字・区・財産管理団体・郷友会など）そ
して⑥不動産業者・ディベロッパーの６者を
挙げることができる。今回の調査研究では、
①～⑥すべてに対する聴き取り調査、そして
⑤に対する質問紙調査を行ってきた。 
具体的には、平成２５年度は、調査地点を
決定し、①沖縄総合事務局②沖縄県庁③基地
跡地が所在する自治体⑥大手ディベロッパ
ーへの聴き取り調査を行った。そしてそれと
並行して沖縄の現地における返還跡地再開
発資料の蒐集作業として、沖縄県の県立図書
館や公文書館、現地図書館や資料編さん室な
どにおいて、対象地域･対象都市の歴史的背
景の把握、経済･社会的実態の把握を実施し
た。 
平成２６年度は、返還跡地再開発計画地区
権利者に対する面接調査を実施（質的調査）
した。調査地点を北谷町、読谷村と北中城村
に集中させた。北谷町では、③町当局担当課、
⑤区画整理組合などに対して、読谷村では、
③村当局担当課、⑤農業生産法人、先端農業
センター、耕作者、区長などに対して、そし
て北中城村では、③村当局担当課、④軍用地
主会、⑤郷友会、区長などに重点的に聴き取
りを行った。 
平成２７年度は、軍用跡地の所在する市町
村（名護市、うるま市、沖縄市など）の区長
に対する量的調査を実施した上で、⑤軍用地
主へのさらなる聴き取り調査を実施した。具
体的には、浦添市では⑤自治会に対して、宜
野座村では、⑤区及び入会権利者団体に対し
ての聴き取り調査を行った。 
 
４．研究成果 
(1)主な研究成果 
 沖縄の軍用跡地再開発と、それによって大



きな影響を受ける沖縄地域社会の現実につ
いて、既存の統計データ、歴史的経緯を把握
したうえで、跡地利用をめぐる行政、軍用地
主、区会、権利者会（旧字）、そして住民間
の諸関係を、聴き取り調査および量的調査の
分析を通して社会学的に検討した。 
2012 年の跡地利用特措法の改正整備によ
って、沖縄社会における返還跡地利用に向け
た道は着実に整備され、新たな局面に入った。
他方で、住民の中では、軍用地返還へのコン
フリクトや、軍用地を持つものと持たざるも
ののコンフリクト、さらに公共事業による過
剰開発の現実も鮮明になった。 
これらの研究成果は、以下の図書一覧でも
示す通り、２冊の研究成果報告書として纏め
た。その概要は、以下のとおりである。『研
究成果中間報告書 第１輯』難波孝志編
（2014）は以下の８論考からなる。 
「沖縄本島における基地返還跡地再開発
の現在」では、基地返還跡地をめぐる国・県
市町村の関係、跡地利用特措法による基地返
還跡地再開発の環境整備の法的な背景につ
いてまずは報告がなされる。そのうえで、内
閣府沖縄総合事務局総務部跡地利用対策課
作成の「跡地カルテ」（表）をもとに実施し
た聴き取りによる中南部都市圏（那覇市、浦
添市、宜野湾市、北中城村、沖縄市、うるま
市、北谷町）、嘉手納飛行場以北（恩納村、
金武町、読谷村、本部町）の跡地利用の現実
が紹介される。 
「米軍基地と市町村」では、沖縄県が 5年
おきに発行する『沖縄の米軍基地』の最新版
（平成２５年３月）から、米軍基地の面積、
人的構成、各基地の用途、土地所有者の区分、
自治体面積に占める施設面積の割合、各自治
体の財産収入、基地所在自治体の財産収入住
民一人あたりの財産収入などの基地に関す

る基礎的なデータが紹介される。 
「軍用跡地再開発と沖縄経済」では、軍用
跡地再開発に群がる企業群として、大手ディ
ベロッパーや公益法人、一般社団法人への聞
き取り調査の結果が報告される。 
「軍用地接収と返還による共有資源の変
化」では、沖縄の都市部における成功事例と
しての返還軍用地内の共有地に焦点を当て
て、共有地の開発における共有地のつながり
を通じた共同性の発露についてコモンズの
概念を使いながら論じられる。 
「北谷町における返還軍用地の跡地開発」
では、北谷町役場におけるヒアリングや各種
資料に基づいて、北谷町における米軍施設返
還の経緯、北谷町内に現在もなお存在する米
軍基地について、これまでに行われてきた軍
用跡地利用に伴う区画整理事業、現在進行中
の跡地利用、返還予定地の現状になどについ
て報告がなされる。 
「駐留軍用地の跡地利用」では、今後沖縄
で展開される跡地利用の試金石と位置付け
られるギンバル訓練場（金武町）の跡地利用
を事例に、「沖縄米軍基地所在市町村活性化
特別事業（いわゆる島田懇談会事業）」を活
用した最新の跡地再開発の実態が紹介され
る。 
「読谷補助飛行場の跡地利用」では、読谷
補助飛行場の返還の経緯と農業による跡地
利用計画が紹介される。読谷村の基本方針は、
公共・公用地と地域振興に向けた振興開発用
地（農地）とするとされ、農業の基盤整理が
行われてきた。 
「アジアの中の沖縄」では、グローバルな
視点から沖縄と東アジアの、国家の枠を超え
た地域社会といったリスケーリングの議論
に挑む。「沖縄 21 世紀ビジョン基本計画」に
沿って沖縄県の戦略を確認したうえで、沖縄
県の外国人観光客の変遷、外国航空便の習慣
就航便数、輸出入学の変遷などのデータ、海
外事務所の現状を提示する。与那国の自衛隊
誘致、牧港補給地区跡地の国際的エンターテ
インメント計画などの跡地開発と国際関係
について紹介される。 
続く『研究成果報告書 第 2 輯』難波孝志
編（2016）は、以下の７論考からなる。 
 「沖縄過剰開発と軍用跡地再開発」では、
沖縄における公的資金による開発過剰な状
態が紹介される（例えば図では沖縄本島の野
球場・陸上競技場・サッカー球戯場の数を示
した）。軍用跡地再開発に関わるアクター、
アクター間のコンフリクト、コンフリクトに
関わる事例を紹介し、国・沖縄県・市町村自
治体の役割をまとめた。 
 「沖縄振興のなかの公共事業」では、沖縄
における公共事業の課題を明らかにするた
めに、沖縄振興予算の事例、沖縄振興予算に
おける公共事業費（公共投資）について報告
がなされる。そして、2000 年度以降に行われ
た北部振興における公共事業が紹介され、過
剰な開発の一端が紹介される。 

表 駐留軍跡地利用支援事業（跡地利用カルテ） 



図 沖縄本島の野球場・陸上競技場 

出典）各自治体WEBページから作成 

 「宜野座村における軍用地と住民の関係」
では、キャンプ・ハンセン、キャンプ・シュ
ワブ、そしてキャンプ・ハーディー（既に返
還）を擁する宜野座村の区および入会権利者
団体について、返還跡地をめぐる観光開発に
ついて報告がなされる。そして、沖縄の地域
社会が守るものとして、人、土地、地域を挙
げる。 
 「軍用地と自治会」では、浦添市の軍用地
と自治会について、進展する跡地利用構想を
軸にしながら、浦添市史編集委員会が行った
量的巨視的、質的微視的な２つのアプローチ
の関係について取り上げている。牧港補給地
区の建設と人口流入、跡地利用構想について
みたのち、浦添市自治会、とくに戦前の村落
の伝統を受け継ぐ戦前型自治会について分
析している。 
 「軍用跡地の再開発」では、アワセゴルフ
場跡地の再開発が取り扱われる。具体的には、
アワセ土地区画整理事業の概要、事業の経緯
が細かく紹介される。跡地再開発事業の関係
者へのインタビュー内容が紹介され、各アク
ター間のかかわりが紹介される。 
 「アジアの中の沖縄（２）」では、沖縄振
興計画でのアジアとの関連、「中南部都市圏
駐留軍用地跡地利用広域構想」を進める各市
町村の現状、八重山郡与那国町の花蓮市との
関係の現状、基地返還と基地脱却後の発展を
睨みながら、基地周辺の経済活性化を目的に
琉球の歴史に根ざしつつ活動を行っている
NPO の取り組みを取り上げ、地域社会との関
係からその意義を明らかにしている。 
 「読谷村の自治会活動と基地問題」では、

読谷村の戦後と字（自治会）の変遷を紹介し
たうえで、自治会加入状況、自治会組織とそ
の活動、自治会の歳入と歳出などの予算デー
タから現在の自治会の現状を、雇用と黙認耕
作、軍用地料などのデータから読谷自治会の
全体的な傾向が示される。そして、３つの自
治会の事例を通して、属人的な自治会の現状
を紹介する。 
 
(2)得られた成果の国内外における位置づけ
とインパクト 
 沖縄の軍事基地をめぐる諸問題は、国内に
おいては、連日のように新聞やテレビなどの
マスコミに取り上げられる注目度の高いテ
ーマである。そして、沖縄社会における基
地問題およびその政治過程をテーマとした
論考は、これまでも数々見られた。だが、
返還跡地再開発の合意形成を扱った社会学
的なアプローチは皆無に等しかった。そん
な中にあって、本研究は、国内で初めての
跡地利用問題を検討した社会学的な試みで
あった。 
 また、海外においては、軍事基地の跡地利
用をめぐる諸問題は、Military Base Closure
という主題で米国やヨーロッパの各国で議
論されているようだ。われわれは、まず手始
めに、2015 年 10 月に東京で開催された国際
学会 German - Japanese Society for Social 
Sciences の大会において本課題の報告を行
ったところ、ドイツ社会科学者からの関心も
高く、今後の研究の展開に期待を寄せられて
いることが確認できた。 
 
(3)今後の展望 
 平成２７年度までの沖縄における研究成
果および国際学会での手ごたえを受けて、平
成２８年度以降、軍事基地跡地利用の日独比
較研究を開始した。日独両国は、戦後自国内
に広大な他国の軍事基地が建設されてきた。
世界で最多かつ最大の他国軍軍事基地が建
設されたドイツにおいても、跡地利用が進行
中で、ドイツはその先進国と言うこともでき
る。また、日本における近代都市計画制度は、
ドイツからの制度輸入によって形づくられ
てきたという歴史も持つ。そんなドイツと日
本の基地跡地利用の現実を比較検討しよう
というのである。 
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